
 
 
 

第 １回  筑後川水系流域委員会準備会議

日時：平成１５年９月１１日 （木 ）

会場：ハ イネスホテル久 留 米

 

 

議 事 次 第 
 

 
１． 開会  

２． 開会挨拶  

３． 委員等紹介  

４． 議事  

(1) 準備会議規約について · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·

(2) 議長選出・議長挨拶  

(3) 新河川法の理念（河川整備基本方針と河川整備計画）について · · · · · · · · · ·

(4) 流域委員会と準備会議について · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·

(5) 筑後川流域の概要について · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·

(6) 討議  

(7) その他  

� 第２回会議以降の日程調整について 

５． 閉会  

 

 

 
（※参考資料） 

・筑後川水系工事実施基本計画と筑後川水系河川整備基本方針（案） · · · · · · · · （

・平成１５年度筑後川水系の主な事業について · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · （
資料 ―１  
 
10:00～12:00 

 ５ 階  千 歳 

· （資料 -2） 

· （資料 -3） 

· （資料 -4） 

· （資料 -5） 

参考資料 -1） 

参考資料 -2）



 資料－２  

 

筑後川水系流域委員会準備会議 規約（案） 

 
（名称） 

第１条 本会は、「筑後川水系流域委員会準備会議」（以下「準備会議」という。）という。 

 
（目的） 

第２条 準備会議は、筑後川水系河川整備計画（直轄管理区間）の作成に際し、意見を述べることを 

 目的として設置する「筑後川水系流域委員会（仮称）」のあり方や委員選定等について筑後川

河川事務所長（以下「事務所長」という。）に提言を行うことを目的とする。 

 
（組織等） 

第３条  準備会議は、事務所長が設置する。 

２  準備会議の委員は、事務所長が委嘱する。 

３  準備会議の任期は１年とし、再任を妨げないものとする。 

４ 準備会議委員に欠員が生じた場合には、準備会議にて協議の上、必要に応じて補充を行うもの

とする。 

 
（会議） 

第４条 準備会議には、議長を置くこととし、議長は委員の互選においてこれを定める。 

２ 議長は会務を総括し、準備会議を代表する。 

３ 準備会議は議長が召集し、運営を行うものとする。 

４ 準備会議は２分の１以上の出席をもって成立する。 

 
（情報公開） 

第５条 準備会議及び準備会議資料の公開方法については、準備会議でこれを定める。 

 
（事務局） 

第６条 準備会議の事務局は、国土交通省九州地方整備局筑後川河川事務所が行うものとする。 

 
（規約の改正） 

第７条 本規約の改正は、全委員総数の２分の１以上の同意をもってこれを行うものとする。 

 
（雑則） 

第８条 本規約に定めるもののほか、準備会議の運営に関し必要な事項は、準備会議において定める。 

 
付則 

（施行期日） この規約は、平成１５年９月１１日から施行する。 

                



 

筑後川水系流域委員会準備会議 委員名簿 

                                                                                         
    
氏   名 

                  
所     属 

 
分  野 

 

川野
か わ の

 栄美子
え み こ

 
 
大川ボランティア連絡会 会長 

 
福  祉 

 

具島
ぐ し ま

 又栄
やすひで

 
 
西日本新聞エリアセンター甘木 所長 

 
マスコミ 

 

楠田
く す だ

 哲也
て つ や

 
 
九州大学大学院教授 

 
環境工学 

 

駄田井
だ た い

 正
ただし

 
 
久留米大学教授 ＮＰＯ法人筑後川流域連携倶楽部理事長 

 
流域連携 

 

平野
ひ ら の

 宗夫
む ね お

 
 
九州大学名誉教授 筑後川リバーカウンセラー 

 
河川工学 

 

（五十音順）  

 

 



資料　ー　３

　　新河川法の理念について
　（河川整備基本方針と河川整備計画）



河川法改正の流れ

明治29年（1896年） 昭和39年（1964年） 平成9年（1997年）

近代河川制度の誕生 治水・利水の体系
的な制度の整備

治水・利水・環境の総合
的な河川整備

治水 利水

環境

•河川環境の整備と保全

•地域の意見を反映した
河川整備の計画制度の
導入

•水系一貫管理制度の
導入

•利水関係規定の整備

治水 利水治水



河川整備基本方針河川整備基本方針
策定に係る流れ図

旧
制
度

新
制
度

内容⇒基本方針、基本高水、計画高水流量等
　　　　　　　主な河川工事の内容

工事実施基本計画
の案の作成

工事実施基本計画
の決定

河川審議会
意見

内容⇒基本方針
　　　　　　　基本高水、計画高水流量等

河川整備基本方針
の案の作成

河川整備基本方針
の決定・公表

意見

内容⇒河川整備の目標
　　　　　河川工事、河川の維持の内容

原　　案

河川整備の決定・
公表

河川整備計画の案
の決定

意見

工
事
実
施
基
本
計
画

河
川
整
備
基
本
方
針

河
川
整
備
計
画

河
川
工
事

河
川
工
事
、
河
川
の
維
持

当面２０～３０年計画

学識経験者

公聴会の開催等によ
る住民意見の反映

地方公共団体の長

社会資本整備
審議会

意見

意見



河川整備基本方針河川整備基本方針
河川整備基本方針に記載する内容

１．河川の総合的な保全と利用に関する
　　基本方針
　　・洪水、高潮等による災害の発生の防止又は軽減

　　・河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持

２．河川工事の実施の基本となるべき
　　　　　　　　計画に関する事項
　　・基本高水及びその河道と洪水調節施設への配分

　　・主要な地点の計画高水流量

　　・主要な地点の流水の正常な機能を維持するため
　　　必要な流量

３．河川工事の実施に関する事項
　　・主要な地点の計画高水位、計画横断形等

　　・主要な河川工事の目的、種類、施行の場所

　　・当該工事による主要な河川管理施設の機能

１．河川の総合的な保全と利用に関する
　　基本方針
　　・洪水、高潮等による災害の発生の防止又は軽減

　　・河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持

　　・河川環境の整備と保全

２．河川の整備の基本となるべき事項

　　・基本高水及びその河道と洪水調節施設への配分

　　・主要な地点の計画高水流量

　　・主要な地点の流水の正常な機能を維持するため
　　　必要な流量

　　・主要な地点の計画高水位、計画横断形に係る川幅

１．河川整備の目標

２．河川の整備の実施に関する事項

　　・河川工事の目的、種類、施行の場所

　　・当該工事による河川管理施設の機能

　　・河川の維持の目的、種類、施行の場所

工事実施基本計画 河川整備基本方針

河川整備計画



資料　ー　４

　　流域委員会と準備会議
　　　　　について



順調に作物を実
らせるには？

種
づ
く
り

田
植
え
・
育
成

○整備計画のイメージ

消　

費

加　

工

収　

穫

整
備
計
画

流
域
の
公
益

○整備計画のイメージ おいしいものを
つくるには？

　おいしいものをつくるには、まずタネづくりから！
　よい川、流域をつくるには、まず整備計画から！

安全で良い作物を
収穫するには？

加工しやすい作
物にするには？

土
づ
く
り

円滑に合意形成
をはかるには？

安全で環境にや
さしくするには？

利用しやすい川
になるには？

住民にとってよい川
づくり、流域づくりに
なるには？

整
備
方
針

流
域
委
員
会
準
備
会
議

流
域
委
員
会
等

説
明
・
用
地
・
工
事

完　

成

管
理
・
利
用

土づくり 種づくり

田植え

消費稲刈り（収穫）実り（育成） 加工

議　論

分野・人



河川整備計画の今後の進め方

計 画

修 正

集約・答申 意見聴取

整 備
筑後川水系河川整備計画

と

河川事業の流れ

（河川管理者）
・関係機関との調整
・整備計画の見直し

（河川管理者等）

・治水、環境整備
・維持、防災等

（流域住民等）
・情報発信（ＨＰ）
・意見の収集

（流域委員会）
・意見の集約
・意見の提案、答申
・進捗状況の確認

（河川管理者）
・整備計画の策定
・整備計画の修正



流域委員会とは？

（イメージ）
河川整備計画の作成に際し
学識経験者の意見聴取の場
住民意見の反映方法について指導助言を得る場

筑後川にふさわしい流域委員会のありかた

流域委員会の委員選定等について、公平性・透明

性の確保が必要

筑後川流域に詳しい第三者から構成される
準備会議を設置



筑後川水系流域委員会準備会議について筑後川水系流域委員会準備会議について

・流域委員会のあり方（目的、規模、規約草案等）

・流域委員会の委員選定（分野・人物等）

　　※以下の内容は流域委員会の中で決定する。

　　　　・流域委員会の公開方法（公開の基準・方法、公開の責任者等）
　　　　
　　　　・流域委員会の運営関係（運営方法等）

　　　　・住民意見の聴取（意見聴取の方法、意見の取り扱い等）

　　　　・審議結果のとりまとめ（意見書の提出）

　　準備会議での議論並びに最終の提言書を受けて、流域委員会を発足することに

　より、同委員会の公平性、透明性を図る。

　　準備会議の運営方法、公開方法は、準備会議の中で決定する。



筑後川水系流域委員会準備会議のスケジュール（案）

第１回筑後川水系流域
委員会（仮称）の開催

委員の委嘱

第４回準備会議

流域委員会
委員候補の内諾作業

第３回準備会議

第２回準備会議

第１回準備会議

筑後川水系流域委員会準備会議のスケジュール（案）

９月
１１日 •　準備会議の趣旨・役割

•　新河川法の理念、筑後川概要等の説明

•　会議の運営、今後のスケジュール

１０月
上旬

•　流域委の目的、規模、分野等の審議

１１月
上旬 •　流域委のあり方（規約草案等）の審議

•　流域委の委員選定に関する審議
１１月
中旬

１２月
上旬 •　流域委員会のあり方に関する提言書提出

１月
以降

※開催日程・回数については、審議の進捗に
　
　より変更がありうる。



他事例の紹介



白川水系河川整備計画

平成１４年２月

国土交通省　熊本工事事務所　

　　　　　　　　 立野ダム工事事務所

熊　本　県　河 川 課



白川流域住民委員会

〔設立主旨 〕

関係住民の意見・要望等の反映方法を提案いただくととも
に、集約された意見・要望を総合的に評価・審議いただき助
言を賜ることにより、河川整備計画原案の作成に資するもの
である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



《「白川流域住民委員会」設置まで》
①市街部改修協議会

国土交通省（建設省）
熊本県　　　　　　　　
熊本市

②準備会発足

• 熊本県文化協会環境文化部長
• 熊本日日新聞事業局事業部長
• 元熊本大学工学部教授（リバーカウンセラー）
• 環境庁環境カウンセラー（河川環境モニター）

白川流域に造詣が深い方で構成

• 阿蘇土地改良区理事長
• 大菊土地改良区事務局長
• 小島漁協協同組合代表理事組合長
• 環境庁環境カウンセラー
• 九州東海大学農学部長
• 熊本県環境保全協議会会長
• 熊本県文化協会環境文化部長
• 熊本市消費者団体連絡会
• 熊本市長
• 熊本青年会議所専務理事
• 熊本大学理学部名誉教授
• 熊本日日新聞社事業局事業部長
• （財）グリーンストック専務理事
• 児童文学作家
• 消費生活コンサルタント
• 白川漁協協同組合組合長
• 白水村土地改良区理事長
• 肥後の水資源愛護基金理事長
• 元熊本大学工学部教授

③流域住民委員会発足

流域全体からバランスよく意見を求めることが出来る方で構成（準備会で選定）

五十音順



白川流域住民委員会メンバー

特別顧問

委員長

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

肥後の水資源愛護基金　理事長

熊本県文化懇話会環境文化部門部会長

作家

小島漁業協同組合組合長

熊本市消費者団体連絡会委員

白水村長、白水村土地改良区理事長

環境庁環境カウンセラー

元熊本大学工学部教授

児童文学作家

阿蘇土地改良区理事長

九州東海大学農学部長

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

事務局

熊本青年会議所専務理事

熊本大学名誉教授

消費生活ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

熊本日日新聞社事業局事業部長

熊本市長

白川漁業協同組合理事 熊本県環境保全協議会会長

財団法人グリーンストック専務理事

大菊土地改良区事務局長

国土交通省熊本工事事務所

国土交通省立野ダム工事事務所

熊本県土木部河川課



住民委員会開催経緯

　第 １ 回　　Ｈ１１．２．９ 規約制定／委員会の運営計画／白川の現状　

　第 ２ 回　　Ｈ１１．４．２６ 白川における事業の紹介と取り組み

　第 ３ 回　　Ｈ１１．６．２９ フリーディスカッション

　第 ４ 回　　Ｈ１１．９．２１
白川河川整備計画モデルプラン／流域住民の意見聴取
方法について／住民部会開催について

1市５町４村の白川流域住民及び氾濫域住民
配布数：1３万７千票

熊本市下流(11.25)・熊本市中流(12.1)・熊本市上流(12.10)
白川中流(12.2)・白川上流(12.6)・立野ダム(12.7)・黒川(12.8)

　第 ５ 回　　Ｈ１１．１２．７ 住民部会報告

　第 ６ 回　　Ｈ１２．１．３１ アンケート結果集約

　第 ７ 回　　Ｈ１２．２．２９ ｢意見の集約｣の答申

　第 ８ 回　　Ｈ１２．３．３０ 河川整備計画原案作成に向けて（洪水対策）

　第 ９ 回　　Ｈ１２．６．１３
河川整備計画原案作成に向けて
（河川環境・体験学習の場・利活用）

　第1０回　　Ｈ１２．７．１８
河川整備計画原案作成に向けて（洪水対策）
市街部の洪水対策

　第１１回　　Ｈ１２．９．２６ 情報／危機管理／維持管理について　

　第１２回　　Ｈ１２．１１．２
中流ブロック・阿蘇ブロックの整備計画
立野ダムの概要について

　第１３回　　Ｈ１２．１２．２０ 大甲橋から子飼橋　説明会報告

　第１４回　　Ｈ１３．１１．１９ 整備計画原案の基となるレポートを審議

　第１５回　　Ｈ１４．３．２０ 河川整備計画（案）の決定
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住民部会実施















白川水系河川整備計画白川水系河川整備計画〈〈整備の理念整備の理念〉〉

安全で親しみのある川づく

多様な生物が生息する川づく

上流から河口まで一本につながる川づく

上下流のバランスがとれた
治水対策

・阿蘇は流出抑制と氾濫抑制

・立野より下流は流下能力増大

洪水 高潮土砂 危機管理 河川環境河川工事
河川空間
の利用

水環境水利用

事前対策
の限界に
関する認
識と被害
軽減への
取り組み

治水と環境の調和

・自然環境の回復

・人と白川との
つながりの回復

・白川特有の景観の
保全と創造

親しみの
ある川づ
くり

流域が一つにつなが
る川づくり



資料　ー　５

筑後川流域の概要



流　域



◎九州一の規模を誇る流域

・福岡、佐賀、大分、熊本の４県からなる九州最大の河川。

・幹川流路延長１４３ｋｍ

・流域面積２，８６０ｋｍ２

熊本県

大分県

福岡県

佐賀県

有明海



歴史変遷



江戸時代とそれまでの筑後川

海岸線の後退と干拓平野の拡大
出典：佐賀平野の水と土

城
原
川
↓

早
津
江
川
↓

筑
後
川
↓

有明海

















流域の風景



筑後川源流（瀬の本高原付近） 筑後川上流部（日田市）

鮎やな（日田市）清流の風景（九重町）



筑後川上中流部

山田堰

４１ｋｍ付近

５５ｋｍ付近

朝倉三連水車



筑後川中流部

筑後大堰

２３ｋｍ付近

久留米市街部



筑後川下流部（大川市街部）

荒　龍

大川市街地

筑
後
川
→

昇開橋

木工業デ・レーケ導流堤



筑後河口部

有明海

早
津
江
川
↓

筑
後
川
↓

有明海の干潟

大川市街地

有明海に生息する生物

有明海の海苔



治　水



①
②

① ②

①◎日本で有数の暴れ川「筑紫次郎」と過去の水害（昭和２８年洪水）

・筑後川において古今未曾有の大洪水が発生

●昭和28年６月洪水概要
〈今年（平成１５年）は５０周年に当たる〉
久留米市等に甚大な被害をもたらした戦後最
大の洪水
（推定流量　約9,100m3/s荒瀬地点）
【被　　害】
・死　　者 　　　　　　　 　 １４７名
・家屋被害計　 約１０８，３００戸
・被災者　　　　　　　 約５４万人

→計画規模の洪水を安全に流下させるため
の治水施設の着実な整備



◎風倒木被害
風倒木被災区域　（平成３年９月）

●風倒木被害
・平成3年9月台風19号

上流山地部で大量の風倒木が
発生
被災面積　約20,000ha
風倒木本数　約1,500万本
　　　　　　↓
平成５年６月洪水により大量の
風倒木の流下
　　　　　　
→橋梁等の改築
→情報伝達等、危機管理体制
の強化
　（風倒木監視センターの設置）

松原・下筌ダム風倒木流入状況写真（平成５年６月）

松原ダム・下筌ダムへの流入量：約７７０００m3

被害状況（Ｈ５．６）
　・山腹崩壊・がけ崩れ箇所
　 ４０００箇所以上

　・死者　２名



◎高潮被害 昭和60年8月31日：台風13号浸水状況
・筑後川は頻繁に高潮被害が発生

●高潮被害
・昭和６０年８月
浸水戸数：２，００４戸
→高潮堤防整備の推進

昭和60年8月台風13
号による高潮で浸水
被害が生じた地域。

平成11年9月24日：台風18号浸水状況



利　水



筑後川水系の利水の概要①

◎都市や地域を支える高度な水利用
　　・筑後川の水は、農業、発電、上水、工業用水及び海域環境用水と多目的に利用 　

　　　されている。
・筑後川の水は、福岡都市圏など、流域を越え広域的な水利用がなされている。

○高度な水利用
　・筑後川の水は導水等により流域を越え広域的に利用さ
れている。

福岡市上水道

両筑平野　
かんがい用水

筑後川下流かんがい用水

　佐賀　
　東部水道

福
岡
導
水

福
岡
県
広
域
水
道



筑後川水系の利水の概要②

◎頻発する渇水
　　・筑後川流域は近年少雨傾向にあることから利水安全度が低下している。（２年に１度は渇水調整を行っている。）

地　　域

年 代表都市名 期　　　　間 日　　数

昭和５０年 福岡市他 S50.10.17～S51.1.30 １０６日間

昭和５３年 福岡市他 S53.5.20～S54.3.24 ２８７日間

平成６年 福岡市他 H6.7.7～H7.6.1 ３３０日間

平成７年 福岡市他 H7.12.23～H8.4.30 １２９日間

平成１１年 福岡市他 H11.2.25～H11.6.26 １２２日間

平成１４年 甘木市 H14.7.11～H14.10.10 ９２日間

福岡市他 H14.8.10～H15.5.1 ２６５日間

取　水　制　限　等　期　間

近年の主な渇水状況

○渇水が頻発
　・筑後川沿川では慢性的な水不足が生じている。
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筑後川の水資源計画期間

S30年 S39年

　　　　　　　年雨量　　　　　　　５カ年移動平均　　　　　　　近似曲線

S53福岡渇水

H6渇水

○筑後川流域年平均雨量
・筑後川流域の平均雨量は約2,050mm程度ですが、近年は
H11,H12,H13,H14と2,000mmを下回る少雨傾向にある。



筑後川水系の利水の概要③

◎河川環境等への影響
　 ・河川、海域の環境改善等のための河川流量の確保が求められている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 ・河川流量減少時は、筑後大堰下流においてはエツの生息環境等への影響が懸念されている。

○河川環境等への影響
　・不特定補給施設の整備の遅れにより、河川流量の確保が満足にない状況である。

エ　ツ

筑
後
川
瀬
ノ
下
地
点
流
量

筑後川瀬ノ下地点における最小流量の経年変化
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環　境



筑後川上流部(84km付近）

スギ、ヒノキ

山地の渓流：カワガラス、ヤマセミ

平瀬：アユ、オイカワ

川岸：アリアケギバチ、オヤニラミ

川岸の樹林・草地：ゲンジボタル　　
　　　　　　　　　　　　カジカガエル

砂礫地の細流：サワガニ

ツ
ル
ヨ
シ
群

落

アラカシ群落

ネ
コ
ヤ
ナ
ギ

「アリアケギバチ」 (準絶滅危惧）

「ヤマセミ」

「カジカガエル」

筑後川の河川環境（上流部）

○上流部は、日田美林として知られるスギ、ヒノキからなる
豊かな森林に恵まれた山間渓谷を経て、玖珠川を合流

し流下します。



筑後川の河川環境（中流部）

○中流部は、九州を代表する穀倉地帯である筑紫平野を緩やかに
　蛇行しながら流れ、瀬、淵、ワンド、河原等の多様な動植物生息・
　生育環境を形成している。

水辺：カワセミ

河原・砂礫地：コアジサシ、ツバメチドリ

高水敷：カヤネズミ

抽水植物生息地：オヤニラミ

平瀬：アユ、オイカワ

緩流域：ウグイ、ギンブナ

オ
オ
タ
チ
ヤ
ナ
ギ
群
落

朝羽大橋下流(49km付近）

ツ
ル
ヨ
シ
群

落

オ
ギ
群

落

朝羽大橋

「オヤニラミ」 (準絶滅危惧）

「ツバメチドリ」 (絶滅危惧Ⅱ類）

「コアジサシ」 (絶滅危惧Ⅱ類）

「ツルヨシ」



○下流部は、我が国最大の干満差を有する有明海の湾奥に位置し、
　 そこに流入する河川特有の環境を呈しており、感潮区間が２３ｋ　
　 ｍにも及び、河口を中心に干潟が形成されている。

筑後川の河川環境（下流部）

筑後川下流部(14km付近）

六五郎橋

オギ群落

ヨ
シ
群

落

オ
ギ
群

落

ヨ
シ
群

落

高水敷　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　草地・雑木林：カササギ　
　　　　ヨシ原：オオヨシキリ

汽水域：エツ、アリアケシラウオ　　　
　　　　　　 アリアケヒメシラウオ

「エツ」 （絶滅危惧Ⅱ類）

「カササギ」 （国指定天然記念物（生息地））

　「タコノアシ」 (絶滅危惧Ⅱ類）



筑後川の河川環境（下流部：河口付近）

干潟：ムツゴロウ、シオマネキ　
　　　 ハラグクレチゴガニ

干潟：ハマシギ、シロチドリ　
　　　　　ツクシガモ、

筑後川河口付近

「アリアケシラウオ」 （絶滅危惧ⅠＡ類）

「ムツゴロウ」 （絶滅危惧Ⅱ類）　　
「シオマネキ」 （準絶滅危惧）[右]

　「ツクシガモ」 (絶滅危惧ⅠＢ類）



歴史・文化



上流の日田から、杉を筏に組ん
で流し、木材の集散地である下
流の大川市では木工業が発達し
ました。

筏流し

筏流し

木工業（大川市）

舟運の歴史

瀬ノ下の河岸（船着場）

筑後川の舟運は、水上交通や物資
輸送の貴重な手段として、古くから
利用されていました。

渡 し

筑後川に橋があまり架けられて
いない時代、生活の重要な交通
手段として、多くの渡しが行われ
ていました。最盛期には、６２も
の渡し場がありました。

若津の渡し

川の持つ豊かな自然に対する環境面、緊急輸送路としての防
災面等から、舟運再生への機運が高まりつつあります。

イカダフェスティバル Eボートの体験乗船



◎治水、利水に貢献した伝統技術
筑後川三大分水路

荒　籠 大石分水路 原鶴分水路 千年分水路

・荒籠（あらこ）
舟運のための水深確保をはじめ、護
岸等多くの目的のため設置。

筑後川捷水路群の一部

小森野捷水路

捷水路掘削状況

金島捷水路
デレーケ導流堤

・デレーケ導流堤
流路固定することにより、本川左岸側に土
砂の堆積を防ぎ、航路確保が目的。（本川
河口から早津江分派まで約６ｋｍ）



◎多様な生態系と河川空間の利活用

→ 市民の憩いの場としての利用等に配 慮した河川整備・多様な河川空間の利用

三隈川の鵜飼いと屋形船（日田市）

杖立温泉こいのぼり祭り（小国町）

筑後川散策（水ウォーク）（久留米市）

筑後川花火大会（久留米市）

筑後川イカダフェスティバル（久留米市）



流域連携活動



◎環有明・川のクリーンアップ作戦　

～　海域の環境保全活動と連携した河川清掃活動の実施　～

　○台風期を前に、筑後川、矢部川及び有明海岸において、河川環
　　境の保全活動として、流域内外の自治体、関係機関等が協力し
　　て清掃活動、広報活動、河川区域等のゴミ処理を行っています。

◎筑後川・矢部川「ノーポイ運動」
　　　　　　（河川一斉清掃）

○目的と実施内容

　河川に物を捨てない「ノ－ポイ」を合い言
葉にした運動を強力に推進し、河川美化意識
の高揚と河川愛護思想の啓発に資することを
目的とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　筑後川及び矢部川の直轄管理区間の堤防に
不法投棄された空き缶、空き瓶、ゴミ等の一
斉清掃を行います。

－平成１４年度のゴミ収集量及び参加人員実績－

○参加人員：

　　 ・平成１４年度　２４，５４２人

・平成１３年度　　８，２００人

　　（雨天のため、多くの市町村が中止)

　 ・平成１２年度　２０，７００人

　 ・平成１１年度　２０，９００人

河川名 清掃延長 可燃ゴミ 不燃ゴミ 合計
筑後川 約１００ｋｍ ６１トン ７１トン １３２トン
矢部川 約１９ｋｍ １１トン ７トン １８トン

○ゴミ収集量

総重量１５０トン、２ｔ車に換算すると１００台分！！



◎「アダプトプログラム」
　　　　　　　　（ボランティアによる河川美化）

　○河川愛護意識の高揚、美化意識の高揚を図るためボランティ
ア活動に意欲団体等が「里親」となって市町村、県、国が管
理する公共施設の一定区域を「養子（アダプト）」にみた　
て定期的に清掃・美化活動をしていただく制度です。

現在当事務所管内においては、本制度によって２市１町
１７団体約１，０００名の方が活動しています。



◎九州一の規模を誇る流域と盛んな流域連携活動
・流域の活性化を図る流域連携活動

NPOが発行する「筑後川流域新聞」と季刊誌「筑後川物語」

●筑後川の流域連携

・地域連携を深めるためのネットワーク組織の
中核として「NPO筑後川流域連携倶楽部」が平
成１１年に設立。

（主な取り組み）
・筑後川まるごと博物館（学芸員養成）
・流域新聞、季刊誌の発行
・小中学校を対象とした総合学習支援
・リバーツーリズムの実施
・森林への植林活動
・河川清掃活動　等
　→市民と一体となった流域管理
　→河川を活用した地域活性化

○（筑後川まるごと博物館）
・平成１３年６月、流域の様々な方々による検討を
経て、「筑後川まるごと博物館」がスタート。

・筑後川流域全体を「ひとつの大きな博物館」とし
てとらえ、上流から下流までの自然、、風土文化、
産業等を体験・交流していただくシステム。

・ボランティアの学芸員を養成
　（平成１４年度末までに延べ２７名養成）



◎九州一の規模を誇る流域と盛んな流域連携活動

○（筑後川リバーツーリズム）
「筑後川流域連携倶楽部」が「筑後川リバーパーク構想」
の一環として、流域の自然、風土、文化等の魅力をより
多くの方々に体験していただくモニター旅行。

筑後川リバーツーリズムの実施

菱の実ちぎり体験

小中学校を対象とした総合学習支援木の皿づくり体験 魚を観察している子ども達

筑後川（三隈川）リバースクールの実施

魚釣りの餌をとる子ども達

○（筑後川（三隈川）リバースクール）
「三隈川リーバースクール２００３」（主催：日田の川を考え
る会）が８月２４日に開催。
親子６０名（子ども２７名、親３３名）が参加し魚釣りや刺し
網などに挑戦しました。
また、「朝霧の館」では、水質調査を行い、最後に川の清
掃活動を行いました。



資料２－４

筑後川水系工事実施基本計画と筑後川水系河川整備方針（案）
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筑後川水系工事実施基本計画 筑後川水系河川整備基本方針（案）

１ 河川の総合的な保全と利用に関する基本方針 １．河川の総合的な保全と利用に関する基本方針

（１） 流域及び河川の概要

筑後川水系は、その源を熊本県阿蘇郡に発し、高峻な山岳地帯を流下して、日田 筑後川は、その源を熊本県阿蘇郡瀬の本高原に発し、高峻な山岳地帯を流下
ち く ご くま もと あ そ ひ た ち く ご くまも と あ そ せ もと

市において玖珠川を合わせ典型的な山間盆地を形成し、その後、再び峡谷を過ぎ、 して、日田市において、くじゅう連山から流れ下る玖珠川を合わせ典型的な山間盆地
く す ひ た く す

佐田川、小石原川、巨瀬川、宝満川等多くの支川を合わせ、肥沃な筑後、佐賀両平 を形成し、その後、再び峡谷を過ぎ、佐田川、小石原川、巨瀬川、宝満川等多くの支
さ た こ いし ばる こ せ ほう まん さ が さ た こ いしばる こ せ ほうまん

野を貫流し、さらに、早津江川を分派して、有明海に注ぐ。 川を合わせ、肥沃な筑紫平野を貫流し、さらに、早津江川を分派して、有明海に注
はや つ え あり あけかい ちく し はや つ え ありあけかい

面積2,860km に及ぶ本流域は、熊本、大分、福岡、佐賀の四県にまたがり、九 州 ぐ、幹川流路延長143km、流域面積2,860km の九 州最大の一級河川である。2 2
おおいた ふくおか きゅうしゅう きゅうしゅう

北部における社会、経済、文化の基盤を成しており、本水系の治水と利水について その流域は、熊本県、大分県、福岡県、佐賀県の４県にまたがり、豊かな自然環
おおいた ふくおか さ が

の意義は極めて大きい。 境を有し、筑後川と周囲の山々が調和して緑豊かな景観美を造り、下流部は特有の

汽水環境を形成している。また、情緒豊かな河川景観は観光資源としても活かされ

ている。流域の土地利用は、山林が約56％、水田や果樹園等の農地が約21％、宅

地等市街地が約23％となっている。流域内の都市は、上流部の日田市、中流部の

久留米市及び鳥栖市、下流部の大川市及び佐賀市などがあり、九州北部における
く る め と す おおかわ

社会、経済、文化の基盤をなすとともに、古くから人々の生活、文化と深い結びつき

を持っていることから、本水系の治水、利水、環境についての意義は極めて大きい。

流域の上流部は火山噴出物と溶岩でできた山地で、そこには火山性の高原地形

と玖珠盆地や日田盆地が形成されている。中下流部は、北は朝倉、脊振山系、南は
あさくら せ ふ り

耳納山系によって流域を画され、その間には本川の沖積作用によってできた広大な
み の う

筑紫平野が形成されている。流域内の年間降水量は約2,050mmであり、その約６割

は６月～９月の梅雨期及び台風期に集中している。

源流から夜明峡谷に至る上流部は、日田美林として知られるスギ、ヒノキからなる
よ あ け

森林に恵まれた山間渓谷を経て玖珠川を合流し日田盆地を貫流する。河岸にはツ

ルヨシ群落やネコヤナギ、アラカシなどが見られる。流水部にはカワムツ、アユなど

が生息している。また渓流にはカジカガエル、サワガニ、カワガラス、ヤマセミなどが

生息している｡松原ダム、下筌ダムのダム湖にはオイカワなどが生息している｡また、
まつば ら しもうけ
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筑後川水系工事実施基本計画 筑後川水系河川整備基本方針（案）

ダム湖周辺にはブチサンショウウオ、カワセミ、ヤマセミなどが生息している。

夜明峡谷から筑後大堰までの中流部は、九州を代表する穀倉地帯である筑紫平 野

を緩やかに蛇行しながら流れ、瀬、淵、ワンド、河原等の多様な動植物の生息・生育

環境を形成し、流域最大の都市である久留米市街部を貫流する。水際にはエビモ、

ヤナギモやヤナギタデ、ミゾソバ、ツルヨシ群落などが分布し、河岸にはオオタチヤナ

ギ、エノキなどが点在している。高水敷にはオギ群落などが分布している。流水部に

はオイカワ、ウグイなどが生息し、早瀬はアユの産卵場となっている。ツルヨシの根

際にはオヤニラミが生息している。河原にはコアジサシ、ツバメチドリ、オギ群落には

カヤネズミが生息している。

筑後大堰より河口までの下流部は、クリークが発達した筑紫平野の中を大きく蛇

行しながら有明海へと注ぎ、国内最大の干満差を有する有明海の影響を受け、23km

に及ぶ長い区間が汽水域となり、河口を中心に広大な干潟が形成されている。水際

にはヨシ原が広がりアイアシ等の塩生植物群落が分布し、水域には、エツ、アリアケ

シラウオ、アリアケヒメシラウオが生息している。干潟にはムツゴロウ、シオマネキ、

ハラグクレチゴガニが生息し、ハマシギ、シロチドリなどの餌場、休息場等としても利

用されている。ヨシ原にはオオヨシキリが生息している。

筑後川は、坂東太郎（利根川）、四国三郎（吉野川）と並んで筑紫次郎とよばれて
ばんどう た ろ う と ね し こ く さぶろう よ し の ち く し じ ろ う

きた九州最大の河川であり、古くから、かんがい等により、多くの恵みを筑紫平野に

与え、我が国でも生産性の高い農地を形成してきた。
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筑後川水系工事実施基本計画 筑後川水系河川整備基本方針（案）

陸上交通が不便な時代に、舟運は最も身近な交通手段であり、江戸時代から明

治、大正、昭和にかけて、上流の日田の木材を筏に組んで、下流の大川へ運び木工

産業を育んできた。また、かつて筑後川には６２の渡しが見られたが、道路網（架橋）

の整備に伴いその数は減り、平成６年、下田の渡しを最後にすべてが役目を終え
し も だ

た。

筑後川の歴史は洪水と干ばつの歴史でもある。江戸時代には、治水事業として、

久留米市付近の新川開削や千栗堤、安武堤及び巨瀬川の控 堤 佐田川の輪中堤、
ち り く て い やすたけてい ひかえてい

や霞堤並びに数多くの荒籠や水はねなどが施工されている。かんがい事業として、
あら こ

大石、山田及び恵利の三大堰をはじめ大規模な井堰と用水路が施工されている。
おおいし や ま だ え り

また、筑後川沿川の一部の地域では、古くから日本住血吸虫病に悩まされ、その
にほんじゅうけつきゅうちゅうびょう

根絶のため、昭和５２年に「筑後川流域宮入貝撲滅対策連絡協議会」が設置され、
みやいりがい

中間宿主である宮入貝の生息環境の消滅を目的とした高水敷整地などの事業を実

施し、平成２年には「安全宣言」が行われた。以後もモニタリング調査が継続された

が宮入貝は発見されず、平成１２年３月には同協議会は解散し、活動の終結を迎え

た。

このように、古くから筑後川と人との関わりは深く、治水、利水を目的として築かれ

た荒籠や井堰など、歴史的な構造物は現在も多く残されている。

筑後川水系の治水事業は、明治２０年に着手した第１次工事が最初であり、８箇 筑後川水系の本格的な治水事業は、直轄事業として明治１７年に部分的な改修に

年の工期で河口から日田市隈町までの区間について、国の直轄事業として航路を 着手され、水制、護岸等が施工された。
く ま

維持するため低水工事を行い、また、高水工事として旧堤の拡築、逆流防止水門の その後、明治１９年４月には、明治１８年６月洪水を契機とした初めての全体計画

設置等のほか、金島、小森野、天建寺及び坂口の各捷水路の開削に着手した。その を策定し、明治２０年より８箇年の工期で、河口から日田市隈町までの区間につい
かなしま こ も り の てんけん じ さかぐち くま

後、明治２２年の大洪水により、明治２９年から８箇年の工期で第２次工事に着手し、 て、デ・レーケ導流堤に代表されるような航路を維持するための低水工事を行うとと

久留米市瀬の下における計画高水流量を4,450m /secとして、杷木から河口までの もに、高水工事としては金島、小森野、天建寺及び坂 口の各捷水路等の工事に着3
く る め せ した は き かなしま こ も り の てんけん じ さかぐち しょうすいろ

区間について改修工事を実施した。 手した。
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筑後川水系工事実施基本計画 筑後川水系河川整備基本方針（案）

さらに、大正１０年の大洪水により、大正１２年から本格的に国の直轄事業を施行 明治２８年には、明治２２年の大洪水を契機に高水防御工事計画を策定し、明治２

することとなり、瀬の下における計画高水流量を5,000m /secとして久留米から上流 ９年より８箇年の工期で、久留米市瀬ノ下における計画高水流量を4,450m /sとして、3 3
せ した

について築堤を行い、支川について逆流防止水門を設置し、金島、小森野、天建寺 河口から杷木町までの中下流部について捷水路等の工事を実施した。
は き

及び坂口の各捷水路の開削をするほか、下流のしゅんせつ等を行った。 大正１２年には、大正１０年の大洪水を契機として検討した結果、瀬ノ下における

昭和２４年に治水調査会において、既往最大の明治２２年洪水について検討した 計画高水流量を5,000m /sとして久留米市から上流については築堤や千年分水路を3

結果、志波における基本高水のピーク流量を7,000m /secと定め、このうち上流ダム 施工し、下流についてはしゅんせつ等の工事を実施した。3
し ば

群により1,000m /secを調節し、さらに、巨瀬川の合流点付近で500m /secの河道調 昭和２４年には、その当時の既往最大の明治２２年洪水について検討した結果、3 3

節を行い、計画高水流量5,500m /sec～6,000m /secとすることとしたが、その後、昭 志波における基本高水のピーク流量を7,000m /sと定め、このうち上流ダム群により3 3 3
し ば

和２８年６月洪水にかんがみ、長谷地点における基本高水のピーク流量を8,500m /s 1,000m /sを調節し、計画高水流量を6,000m /sとすることとした。3 ３ 3
ながたに

ecと定め、このうち松原ダム及び下筌ダムにより2,500m /secを調節し、さらに、佐田 その後、昭和２８年６月洪水で、死者147名、流出全半壊家屋約12,800戸、床上浸3
まつばら しもうけ

川、小石原川、巨瀬川及び宝満川の合流量を合わせ、瀬の下における計画高水流 水約49,200戸、床下浸水約46,300戸に及ぶ被害が発生した。この洪水を契機として

量を6,500m /secとする計画に変更した。 昭和３２年に、長谷における基本高水のピーク流量を8,500m /sと定め、このうち松原3 3
ながたに

ダム及び下筌ダムにより2,500m /sを調節し、計画高水流量を6,000m /s、瀬ノ下にお3 3

その後の流域の開発、進展には、著しいものがあり、これに対応して最近の出水 ける計画高水流量を6,500m /sとする計画に変更した。この計画に基づき、大石分水3

でも顕著なように本川流出量の増大や、中流部支川の合流量の増大が無視できな 路や、松原ダム及び下筌ダムを建設した。

いものとなってきているため、これにかんがみ、夜明における基本高水のピーク流量 昭和４８年には、流域の開発、進展にかんがみ、夜明における基本高水のピーク
よ あけ

を10,000m /secとし、上流ダム群により4,000m /secを調節し、計画高水流量を6,000 流量を10,000m /s、このうち上流ダム群により4,000m /sを調節し、計画高水流量を3 3 3 3

m /sec と定め、さらに、隈の上川、佐田川、小石原川、巨瀬川、高良川及び宝満川 6,000m /sと定め、さらに、支川宝満川等の合流量を合わせ、瀬ノ下における計画高3 3
く ま うえ こ う ら

等の合流量を合わせ、瀬の下における計画高水流量を9,000m /secとする計画を策 水流量を9,000m /sとする計画を策定した。この計画に基づき、原鶴分水路の開削、3 3
はらづる

定した。この計画に基づき、原鶴分水路の開削、東櫛原地区の引堤及び筑後大堰 東 櫛 原地区の引堤等を実施した。また、河積の増大及びかんがい用水等の取水
はらづる ひがしく しはら ひがしくしはら

の建設等を実施してきた。 のために、上鶴床固めを撤去し、筑後大堰を建設した。一方、昭和６０年には台風１
かみづる

しかしながら、本流域が社会的、経済的発展を遂げる中、近年の内水被害の増大 ３号により下流部で大規模な高潮被害が発生したことから、向島地区の花宗水門等
むこうじま はなむね

にかんがみ、計画を改定することとし、平成７年３月に現計画を決定した。 の高潮対策を促進した。平成２年７月には、梅雨前線に伴う集中豪雨によって内水

等による浸水被害が発生したため､陣屋川水門の改築等、改修を促進した。また、平
じ ん や

成３年９月の台風１７号及び１９号により上流部で約1,500万本と言われる大規模な

風倒木が発生したことを契機に、支川花月川に架かる坂本橋等の改築の促進を図
か げ つ さかもと

るとともに、流木の監視体制の強化に努めている。
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筑後川水系工事実施基本計画 筑後川水系河川整備基本方針（案）

さらに平成７年には、瀬ノ下下流の支川合流量及び荒瀬下流の内水排水量を本
あら せ

川の計画高水流量に見込むこととし､荒瀬における基本高水のピーク流量を10,000

m /s、計画高水流量を6,000m /s、瀬ノ下における計画高水流量を9,000m /s、河口3 3 3

における計画高水流量を10,300m /sとする計画を策定した。3

一方、利水面についてみれば、農業には古くから利用されており、本川中流部に 河川水の利用については、農業用水として古くから利用されており、本川中流部

は大石、山田及び恵利の３大堰を始め各所に井堰の設置及び用水路の開削、ま の大石、山田及び恵利の三大堰を始めとした井堰により、かんがい用水の供給が行
おおいし やま だ え り

た、下流部では機械かんがいが行われている。 さらに、河口部付近においては、有 われている。また、下流部では、有明海特有の大きな干満差により生じる満潮時の

明海特有の大干満差により生ずるあお及びクリークによるかんがいが行われてお 上げ潮により押し上げられた上澄みをアオ（淡水）と呼び、このアオ及びクリークによ

り、総かんがい面積は約55,000haに達している。一方水力発電は、発電所数２３ヶ るかんがいが行われていたが、現在では筑後大堰から用水路等を通じてかんがい

所、総最大出力約216,000kwに達している。なお、下流部においては、舟運及び水産 用水が供給されている。筑後川に依存するかんがい面積は約55,000haに達してい

業が発達している。また、都市用水としての取水は、今後、鳥栖市、久留米市等にお る。また、水力発電用水としても利用されており、発電所数２３箇所、総最大出力約
と す

いてその需要の増大が見込まれている。 225,000kwに達している。さらに、都市用水としては、流域内の久留米市、鳥栖市等

において取水されているほか、導水路を通じて福岡都市圏、佐賀都市圏等へも広域

的に利用されている。

水質については、近年本支川においておおむねBOD75%値の環境基準値を満たし

ている。

河川の利用については、中上流部の日田温泉周辺や原鶴・筑後川温泉周辺での

鵜飼い、釣り等の利用が盛んであるとともに、中下流部では、久留米市の筑後川リ

バーサイドパークに代表されるような公園、運動場等の整備が行われ、スポーツやレ

クリェーション、花火大会等の行事に幅広く利用されている。

また、筑後川では広域的な人的交流を通じて、地域活性化を図ることを目的と

した「筑後川フェスティバル」の開催を始め、地域に根差した様々な住民活動が

各地で盛んに行われている。
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筑後川水系工事実施基本計画と筑後川水系河川整備基本方針（案）の対比表

筑後川水系工事実施基本計画 筑後川水系河川整備基本方針（案）

（２） 河川の総合的な保全と利用に関する基本方針

本水系における河川の総合的な保全と利用に関する基本方針としては、河川改 筑後川水系では、未曾有の被害をもたらした昭和２８年洪水及び昭和３１年、昭和

修の現状、砂防・治山工事の実施の状況、水害発生の状況、河川の利用の現状（水 ６０年の高潮災害並びに平成３年の風倒木被害等の経験により、貴重な生命・財産

産資源の保護及び漁業を含む。）及び河川環境の保全を考慮し、また、関連地域の を洪水や高潮から守り、地域が安心して暮らせる社会基盤の形成を図るとともに、流

社会、経済の発展に即応するよう九州地方開発促進計画、不知火・有明・大牟田地 域の風土、文化、歴史、さらに、豊かな水辺環境などを踏まえた川づくりを目指し、健
し ら ぬ い おお む た

区新産業都市建設基本計画、久留米・鳥栖高度技術工業集積地域開発計画及び久 全な水循環系を構築しつつ、治水、利水、環境に関わる施策を総合的に展開する。

留米地方拠点都市地域基本計画等との調整を図り、かつ、土地改良事業等の関連 このような考えのもとに、河川整備の現状、砂防・治山工事の実施の状況、水害発

工事及び既存の水利施設等の機能の維持に十分配慮して、水源から河口まで一貫 生の状況、河川の利用の現状（水産資源の保護及び漁業を含む。）及び河川環境の

した計画に基づき、しばしば水害の発生している地域についての対策に重点をおい 保全等を考慮し、また、地域の社会、経済情勢との調和や、環境基本計画等との調

て、次の施策を実施するものとする。 整を図り、かつ、土地改良事業等の関連工事及び既存の水利施設等の機能の維

保全に関しては、洪水被害を軽減するために水源地帯に砂防工事を実施し、か 持に十分配慮して、水源から河口まで一貫した計画をもとに、段階的な整備を進め

つ、上流部には既設の松原ダム、下筌ダムに引き続き猪牟田ダム、大山ダム等のダ るに当たっての目標を明確にして、河川の総合的な保全と利用を図る。
しし む た おおやま

ム群を建設する。中、下流部については、既設の寺内ダム、山神ダムに引き続き小
てらうち やまがみ

石原川ダム、藤波ダム、城原川ダムを建設するとともに、合川、大杜地区等における 災害の発生の防止又は軽減に関しては、沿川地域を洪水から防御するため、流
ふじなみ じょうばる あいかわ おお と

引堤を行うほか、堤防の拡築、掘削、しゅんせつ等を行い、護岸等を施工する。 域内の洪水調節施設により調節を行うとともに、堤防の拡築及び河道掘削などの整

河口部においては、高潮による災害の防除を図るため高潮堤防を築造する。 備を行って河積を増大させ、護岸等を施工し、計画規模の洪水を安全に流下させ

また風倒木の流出に伴う二次災害防止対策を実施するとともに、久留米市、佐賀 る。また、高潮堤防の整備や内水被害の軽減対策については、関係機関と連携を

市をはじめとする内水被害が頻発している低地地域には佐賀導水等の内水排除対 図りながら対策を進めていく。これらの対策の実施にあたっては、軟弱地盤や地震防

策を実施する。 災にも配慮する。さらに、整備途上段階で施設能力以上の洪水が発生した場合にお

洪水等による災害に適切に対処するため、情報伝達体制の整備等の対策を実施 いても、できるだけ被害を軽減できるよう必要に応じて対策を実施するとともに、計画

や支川堤防により氾濫流を抑制するなする。 規模を上回る洪水に対しても、巨瀬川の控堤

さらに、豊富な自然と広大な水と緑のオープンスペースを活用し、筑後川を絆とし 、被害を極力抑えるよう努める。ど

た個性的で豊かなふるさとづくりを行うため、 河川環境の計画的な保全と整備を図 また、洪水発生時には、風倒木の流出に伴う被害も予想され、地形的条件から下

る。 流部では拡散型氾濫流による広範囲への被害も想定されることから、水防体制の維

持・強化、ハザードマップ作成の支援、災害関連情報の提供・共有化、洪水時におけ

る河川内の監視体制、情報伝達体制及び警戒避難体制の整備、水防警報、洪水予
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筑後川水系工事実施基本計画と筑後川水系河川整備基本方針（案）の対比表

筑後川水系工事実施基本計画 筑後川水系河川整備基本方針（案）

報の強化を図る。さらに災害に強い地域づくりのため、土地利用計画との調整、住ま

い方の工夫、氾濫しても被害を最小限にする対策等を関係機関や地域住民等と連

携して推進する。

なお、支川及び本川中上流区間については、本支川及び上下流間バランスを考

慮し、水系として一貫した河川整備を行う。

利用に関しては、流域内の各地及び北部九州地域等において上水道用水及び工 河川水の利用に関しては、今後とも広域的に有効な水利用の促進を図るととも

業用水の需要が増大しており、土地改良事業等に伴う農業用水の需要の増大と相 に、流水の正常な機能を維持するため必要な流量を確保するよう努める。さらに、渇

まって、水資源を広域的にかつ合理的に開発する必要があり、昭和３９年１０月に水 水等の被害を最小限に抑えるため、渇水発生時の情報提供、連絡体制を強化し、広

資源開発促進法による水系指定をみたので、同法による水資源開発基本計画に基 域的かつ合理的な視野に立った水利使用者相互間の水融通の円滑化に向けた取り

づき、多目的ダム等を建設し、水資源の広域的かつ合理的な利用の促進を図るもの 組みを関係機関及び水利使用者等と連携して推進する。

とする。

河川環境の整備と保全に関しては、自然環境や河川の利用状況について、今後

とも定期的に調査を実施し、多様な動植物の生息・生育環境の保全に配慮する。特

に中流部は、水際から横断的に植生が遷移し、瀬や淵、ワンド等が連続して存在し

ており、これらの環境や魚類等の移動性を確保できる生息・生育環境の保全・再生

に努める。また、下流部においては、国内最大の干満差を有する有明海の影響を受

け、大規模な河口干潟が形成されており、国内では有明海と有明海に流入する河川

にのみ生息しているエツ、アリアケシラウオ、アリアケヒメシラウオ等の産卵場など

の、貴重な汽水環境の保全に努めるとともに、過去の日本住血吸虫病の対策事業

が行われてきたことを踏まえ、汽水環境の再生に努める。また、自然と共に生きてき

た歴史・文化等の地域特性を踏まえ、住民に親しまれる河川環境、河川景観の整備

と保全を行う。

さらに、健全な水循環系の構築に向けて、良好な水質の保全等を図るため、合理

的な水利用、下水道整備等を関係機関や地域住民と連携しながら取り組んでいく。
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筑後川水系工事実施基本計画 筑後川水系河川整備基本方針（案）

河川の維持管理に関しては、災害発生の防止、河川の適正な利用、流水の正常

な機能の維持及び河川環境の整備と保全の観点から、河川の有する多様な役割を

十分に発揮できるよう、適切に行う。特に堤防、樋管等の河川管理施設については、

常に良好な状態を保持し、その機能を確保するように維持補修や機能改善などを計

画的に行うとともに、施設管理の高度化、効率化を図る。また、植生管理について

は、多様な動植物の生息・生育環境に配慮しながら治水と環境を調和させて行う。

さらに、筑後川下流域は、有明海の干満差により、土砂（ガタ土）の堆積が著しいこと

からこれらを考慮した、樋管等の河川管理施設の適正な維持管理を図る。

筑後川では、様々な住民活動が各地で盛んに行われていることを踏まえ、県域を

越えた九州一の規模を誇る流域連携を構築することにより、河川に関する住民活動

また、川を軸とした風土、歴史、文化を踏まえ、河川の活性化を推進するよう努める。

と流域住民とのつながりを重視した、地域の魅力を引き出す積極的な河川管理を推

進する。さらに、河川に関する情報を流域住民に幅広く提供、共有すること等により、

流域連携の促進及び支援、河川愛護精神の醸成、環境教育の支援並びに住民参

加による河川管理を推進する。
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筑後川水系工事実施基本計画と筑後川水系河川整備基本方針（案）の対比表

筑後川水系工事実施基本計画 筑後川水系河川整備基本方針（案）

２ 河川工事の実施の基本となるべき計画に関する事項 ２．河川の整備の基本となるべき事項

（１） 基本高水並びにその河道及び洪水調節ダムへの配分に関する事項 （１） 基本高水並びにその河道及び洪水調節施設への配分に関する事項

基本高水のピーク流量は、昭和２８年６月洪水を主要な対象洪水として検 基本高水は、昭和２８年６月洪水等の既往洪水について検討した結果、その

討した結果、基準地点荒瀬において10,000m /secとする。 ピーク流量を基準地点荒瀬において10,000m /sとする。3 3
あら せ

このうち、上流ダム群により4,000m /secを調節することとし、河道への配分 このうち流域内の洪水調節施設により4,000m /sを調節して、河道への配分3 3

流量は6,000m /secとする。 流量を6,000m /sとする。3 3

基本高水のピーク流量等一覧表 基本高水のピーク流量等一覧表

（単位：m /sec）
3

河川名 基準地点 
基本高水の 

ピーク流量 

ダムによる 

調節流量 

河道への 

配分流量 

筑後川 荒 瀬 10,000 4,000 6,000 

河川名 基準地点 

基本高水の 

ピーク流量 

（m3/s） 

洪水調節施設 

による 

調節流量 

（m3/s） 

河道への 

配分流量 

（m3/s） 

筑後川 荒 瀬 10,000 4,000 6,000 
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筑後川水系工事実施基本計画 筑後川水系河川整備基本方針（案）

（２） 主要な地点における計画高水流量に関する事項 （２） 主要な地点における計画高水流量に関する事項

松原ダム、下筌ダムをはじめ、猪牟田ダム、大山ダム等のダム群による洪水 計画高水流量は、荒瀬において6,000m /sとし、宝満川等の支川の流量を合3

調節後の計画高水流量は、玖珠川及び花月川等の合流量を合わせて荒瀬に わせて瀬ノ下において 9,000m /sとする。3
か げつ

おいて6,000m /secとする。さらに下流部における寺内ダム、山神ダム、小石原 さらに、佐賀江川等の支川の流量を合わせて若津において10,300m /sとし、3 3
わか つ

川ダム及び藤波ダムによる調節後の計画高水流量は、隈の上川、佐田川、小 早津江川に3,100m /sを分派し、河口まで7,200m /sとする。3 3

石原川、巨瀬川、高良川、宝満川等の合流量等を合わせ、瀬の下において9,0

00m /sec とする。 瀬の下地点下流においては、広川、田手川、佐賀江川等の3
ひろ た で さ が え

合流量等を合わせ10,300m /secとし、若津において早津江川に3,100m /secを3 3
わか つ

分派し、その下流では河口まで7,200m /secとする。3
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筑後川水系工事実施基本計画と筑後川水系河川整備基本方針（案）の対比表

筑後川水系工事実施基本計画 筑後川水系河川整備基本方針（案）

筑後川計画高水流量図 筑後川計画高水流量図

（単位：ｍ ／ｓｅｃ） （単位：ｍ ／ｓ）
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筑後川水系工事実施基本計画 筑後川水系河川整備基本方針（案）

３ 河川工事の実施に関する事項

（１） 主要な地点における計画高水位、計画横断形、その他河道計画に関する （３） 主要な地点における計画高水位及び計画横断形に係る川幅に関する事項

重要な事項 本水系の主要な地点における計画高水位及び計画横断形に係る概ねの川

イ 計画高水位 幅は、次表のとおりとする。

本水系の主要な地点における計画高水位は、次表のとおりとする。

主要な地点における計画高水位一覧表 主要な地点における計画高水位及び川幅一覧表

注） T.P. ： 東京湾中等潮位

※ ： 計画高潮位

注） ※ ： 計画高潮位 T.P. ： 東京湾中等潮位

河川名 地点名 
河口又は合流点 

からの距離（km） 

計画高水位 

T.P.（m） 
摘  要 

筑後川 隈 75.2 84.90  

池 田 59.4 41.40  

恵蘇の宿 52.4 29.40  

片の瀬 40.6 17.67  

瀬の下 25.4 10.48  

下
しも

田
だ

 16.2 6.82  

若 津 6.8 ※ 5.02 
計画高潮堤防高 

6.50 

紅粉屋 3.0 ※ 5.02 
計画高潮堤防高 

7.00 

 

河 口 0.0 ※ 5.02 
計画高潮堤防高 

7.50 

早津江川 早津江 3.0 ※ 5.02 
計画高潮堤防高 

7.00 

宝満川 端
はた

間
ま

 
筑後川合流点から 

8.0 
12.79  

 

河川名 地点名 
河口又は合流点 

からの距離（km） 

計画高水位 

（T.P.m） 

川  幅 

（m） 

筑後川 隈 75.200 84.99 190 

荒 瀬 62.050 48.07 120 

瀬 ノ下 25.520 10.60 390  

若 津 6.850 ※ 5.08 470 
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筑後川水系工事実施基本計画と筑後川水系河川整備基本方針（案）の対比表

筑後川水系工事実施基本計画 筑後川水系河川整備基本方針（案）

（３） 主要な地点における流水の正常な機能を維持するため必要な流量に関する （４） 主要な地点における流水の正常な機能を維持するため必要な流量に関する

事項 事項

筑後川における既得水利は、農業用水に係るものが大部分を占めており、 筑後川における既得水利は、農業用水に係るものが大部分を占めており、夜

夜明から瀬の下までの間においては、農業用水として約30.3m /sec、工業用 明から瀬ノ下までの間においては、農業用水として約45.2m /s、工業用水として3 3

水として0.245m /sec、上水道用水として4.407m /sec、合計約35.0m /secであ 0.245m /s、上水道用水として5.531m /s、合計約51.0m /sである。さらに、瀬ノ下3 3 3 3 3 3

る。さらに、瀬の下下流において農業用水としてあお（淡水）取水が行われて 下流において農業用水として、筑後大堰の湛水域から最大28.08m /sが取水さ3

いるが、これについては筑後大堰の湛水域から合口取水する計画となってい れている。

る。 これに対して、夜明における過去２６年間（昭和５１年～平成１３年）の平均渇

流水の正常な機能を維持するため必要な流量は、農業用水の必要量等を 水流量は約29.0m /s、平均低水流量は約38.3m /sである。3 3

踏まえて、夜明地点において、かんがい期でおおむね35m /sec～40m /sec 流水の正常な機能を維持するため必要な流量は、農業用水の必要量等を踏3 3

程度と想定されているが、河口部のノリの養殖、汽水域の生態系等について、 まえて、夜明において、かんがい期でおおむね35m /s～40m /s程度と想定され3 3

さらに調査・検討の上、決定するものとする。 ているが、河口部のノリの養殖、汽水域の生態系等についてさらに調査・検討

の上、決定するものとする。

なお、夜明下流の水利使用の変更に伴い、当該流量は増減するものであ

る。
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大正搦
昭和搦

紅粉屋

新 田

早津江Ⅱ期

（瀬ノ下）

古川排水機場

（合川）

元村樋門

（木塚）

大刀洗水門
（大杜）

緊急対策特定区間

巨瀬川改修

八幡排水機場

三奈木地区の川づくり
「子供の水辺」

筑後大堰

寺内ダム 江川ダム

夜明ダム

合所ダム
藤波ダム

復緊事業区間

南友田

丸山

「水辺プラザ・川の宿」

大山ダム

松原ダム

小石原川ダム

久留米市街部合川引堤

改修済 改修前

大刀洗水門

高潮対策（新田入江処理）計画平面図

新田地区現況写真

元村樋門

日田市

小郡市

鳥栖市

久留米市

佐 賀 県

佐賀市

大川市

柳川市

福 岡 県

大 分 県

平成１５年度 筑後川水系の主な事業について


	筑後川水系の利水の概要②



